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　株主の皆さまにおかれましては、平素より格別のご支
援、ご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　当社グループでは、コーポレートスローガンである「素
晴らしい人間環境づくり」のもと、「お客さま本位の姿勢」

「創意開発」「明るい風通しのよい職場づくり」の3つの
経営方針を掲げ、事業活動を行っております。これらに
は、お客さまや社会のニーズを常に追求し、高品質の製
品・サービスを市場に提供するとともに、環境負荷軽減
などの社会的課題に対しても真摯に取り組み、企業の社
会的責任を果たしていこうという私たちニチハの熱い思
いが込められています。

　翻って、現下の日本経済は、緩やかに回復しているも
のの、資材価格の高止まりや急激な円安の進行、地政学

リスクの高まりなど、先行き不透明な状況が続いています。そのような状況下、当社グループ
を取り巻く事業環境は、主要マーケットである国内住宅市場の縮小や物流コストの上昇等、 
厳しい状況が続いています。かような厳しい状況を打開すべく、当社は長期ビジョン 
＇Challenge Global to 2030＇を掲げた上、その第一フェーズとして、第一次中期経営計画

（2024年度～2026年度）を策定いたしました。4つの基本方針「国内外の市場開拓推進」「収
益性の向上」「マテリアリティへの取組」「資本政策」を掲げ、当社グループの成長と持続的な
社会の実現に向けて、より一層努力してまいる所存です。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援、ご高配を賜りますようお願い申し
あげます。

　なお、当期の期末配当金につきましては、当期の業績および今後の経営環境等を勘案したう
え、当社グループの配当方針に基づき、1株につき57円とさせていただきました。

2024年6月

代表取締役社長
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■決算の概況
　売上高につきましては、国内の窯業系外装材事業が、住宅市況低迷の影響を受けたものの、シェアアップ
と価格改定効果の浸透により増収となりました。また、米国の外装材事業も、住宅市況低迷の影響はありま
したが、コマーシャル事業の営業体制増強が奏功したことなどにより増収となり、全体の売上高は1,427億
90百万円（前期比3.4％増）となりました。なお、窯業系外装材の国内シェアについては、通期（12ヶ月）
57.2％、下期（6ヶ月）58.6％、第4四半期（3ヶ月）58.9％と何れも過去最高となりました。
　一方、損益につきましては、価格改定効果やエネルギー価格下落などの増益要因があったものの、資材価格
の高止まりや固定費増、米国新工場の稼働低迷などによる減益影響を補えず、営業利益は102億5百万円（前
期比12.8％減）、経常利益は118億56百万円（同7.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は、80億66
百万円（同10.7％減）となりました。

■売上高
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■親会社株主に帰属する当期純利益
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■経常利益
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■総資産・純資産ほか（連結）
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■貸借対照表

■損益計算書 ■キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

科　目 前　期
（2023年3月31日現在）

当　期
（2024年3月31日現在）

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 34,839 32,982

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 17,601 16,057
短 期 借 入 金 3,208 3,220
そ の 他 の 流 動 負 債 14,030 13,705

固 定 負 債 14,877 16,401
長 期 借 入 金 11,925 11,621
そ の 他 の 固 定 負 債 2,952 4,780

負 債 合 計 49,717 49,384
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 112,030 113,577
資 本 金 8,136 8,136
資 本 剰 余 金 10,925 10,944
利 益 剰 余 金 95,027 99,271
自 己 株 式 △ 2,059 △ 4,775

その他の包括利益累計額 7,703 12,949
その他有価証券評価差額金 2,754 5,686
為 替 換 算 調 整 勘 定 4,429 6,040
退職給付に係る調整累計額 519 1,222

新 株 予 約 権 150 161
非 支 配 株 主 持 分 △� 264 △ 384

純 資 産 合 計 119,619 126,303
負 債 純 資 産 合 計 169,337 175,688

科　目 前　期
（2023年3月31日現在）

当　期
（2024年3月31日現在）

（ 資 産 の 部 ） �
流 動 資 産 85,556 86,025

現 金 及 び 預 金 32,740 26,700
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 25,227 27,376
電 子 記 録 債 権 1,768 1,810
商 品 及 び 製 品 14,470 18,316
そ の 他 の 流 動 資 産 11,386 11,852
貸 倒 引 当 金 △ 35 △ 30

固 定 資 産 83,780 89,662
有 形 固 定 資 産 71,152 72,196

建 物 及 び 構 築 物 14,498 14,430
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 30,159 36,114
土 地 20,403 20,393
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 6,091 1,258

無 形 固 定 資 産 890 634
投 資 そ の 他 の 資 産 11,736 16,831
資 産 合 計 169,337 175,688

（単位：百万円）

科　目
前　期

2022年4月 1 日から（2023年3月31日まで）
当　期

2023年4月 1 日から（2024年3月31日まで）
売 上 高 138,063 142,790
売 上 原 価 85,753 92,050
売 上 総 利 益 52,310 50,740

販売費及び一般管理費 40,606 40,534
営 業 利 益 11,704 10,205

営 業 外 収 益 1,265 1,885
営 業 外 費 用 164 234
経 常 利 益 12,805 11,856

特 別 利 益 7 49
特 別 損 失 135 417
税金等調整前当期純利益 12,678 11,488
法人税、住民税及び事業税 2,408 2,863
法 人 税 等 調 整 額 1,218 515
当 期 純 利 益 9,050 8,109

（内訳）
親会社株主に帰属する当期純利益 9,037 8,066
非支配株主に帰属する当期純利益 13 42

（単位：百万円）

科　目
前　期

2022年4月 1 日から（2023年3月31日まで）
当　期

2023年4月 1 日から（2024年3月31日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー 5,543 6,919

投資活動によるキャッシュ・フロー △�12,619 △� 6,039

財務活動によるキャッシュ・フロー △� 4,894 △� 7,121

現金及び現金同等物に係る換算差額 500 201

現金及び現金同等物の増減額 △�11,470 △� 6,040

現金及び現金同等物の期首残高 44,210 32,740

現金及び現金同等物の期末残高 32,740 26,700
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　ビルやマンションの維持・管理で大きな課題となるのが外壁の老朽化です。タイル外壁の場合、タイルの剥落を

防止するために法律で義務づけられた定期検査の他、老朽化に伴う修繕費用など、維持・管理にかかるオーナーの

負担は老朽化とともに増加しています。このような課題に対処すべく、当社は外壁改修工法「ニチハMARCシス

テム」をご提案しております。同システムは、鉄筋コンクリート造な

ら高さ45m（マンション14階建相当）まで、耐火性、耐震性、耐候性

などで優れた機能を発揮するニチハのサイディングを既存の外壁の上に

重ね張りするものです。これによ

り、タイルの剥落の心配や維持・

管理費用が軽減されることに加え、

500種類以上の豊富なデザインバ

リエーションから選択できる優れ

たデザイン性で、建物のイメージ

や資産価値などのアップグレード

をご期待いただけます。また、既

存の外壁を剥がさず、そのまま活

用することで廃棄物の発生を抑制

するという環境面でのメリットも

ご享受いただけます。

「ニチハMARCシステム」でビルやマンションの外壁リフォームに新たなご提案！

　当社は、宮崎県が実施するゼロカーボン推進分野（耳川流域へのスギの再造林支援）への寄付により、紺綬褒章

を受章いたしました。紺綬褒章とは、公益のために私財を寄付した法人・団体および個人に対し、日本国政府より

授与されるものです。

　当社では、地球温暖化の防止や循環型社会の形成といった社会課題に対して、今後も事業を通じてその解決に積

極的に取り組み、サステナブルな社会の実現に貢献してまいります。

紺綬褒章を受章いたしました

BEFORE

AFTER
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■会社概要

商 号 ニチハ株式会社
NICHIHA CORPORATION

本店所在地 〒455−8550
名古屋市港区汐止町12番地

設 立 1956年6月25日

資 本 金 8,136百万円

事 業 内 容
窯業系外装材の製造および販売
金属系外装材の販売
ハードボード、各種建築材料の販売

従 業 員 1,360名（2024年3月31日現在）

本 社
〒460−8610
名古屋市中区錦二丁目18番19号

（三井住友銀行名古屋ビル）

東 京 支 店
〒103−0023
東京都中央区日本橋本町一丁目6番5号

（ツカモトビル）

営 業 所 札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、福岡の
ほか23か所

工 場 名古屋、いわき（福島県）、下関（山口県）

■グループ会社

国　内

ニチハマテックス株式会社

高萩ニチハ株式会社

八代ニチハ株式会社

ニチハ富士テック株式会社

株式会社チューオー

ニチハボード加工株式会社

外装テックアメニティ株式会社

国　内

ニチハエンジニアリング株式会社

株式会社FPコーポレーション

 9社

海　外

Nichiha USA, Inc.

ニチハ装飾建材（嘉興）有限公司

ニチハ装飾繊維セメント壁板（嘉興）有限公司

NICHIHA RUS LLC 4社

■取締役・監査役（2024年6月25日現在）

代表取締役社長・社長執行役員 吉 岡 成 充

取締役・専務執行役員 殿 井 一 史

取締役・専務執行役員 小 島 一 行

取締役・常務執行役員 岡 　 宗 次

社 外 取 締 役 田 尻 直 樹

社 外 取 締 役 西 　 浩 明

社 外 取 締 役 大 谷 和 子

社 外 取 締 役 野 下 え み

監 査 役（ 常 勤 ） 柴 田 佳 寛

監 査 役（ 常 勤 ） 藤 　 田 　 万 之 葉

社 外 監 査 役 杉 浦 勝 美

社 外 監 査 役 佐 々 木 　 健 　 次

社 外 監 査 役 岩 　 本 　 吉 志 子
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■株価の推移
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■所有者別株式分布

金融機関
27名　12,211千株

32.72％
※信託口、特別勘定等を含む。

自己株式
1名　1,885千株

5.05％
外国法人等
185名　10,401千株
27.87％

個人・その他
4,030名　1,833千株
4.91％

事業法人・その他法人
250名　10,992千株
29.45％

37,324千株

■株式の状況
発行可能株式総数� 80,000,000株

発行済株式の総数� 37,324,264株

単元株式数� 100株

株主数� 4,493名

■大株主
株　主　名 持株数 持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,342
千株

12.25
％

銀 泉 株 式 会 社 2,617 7.38

住 友 林 業 株 式 会 社 2,572 7.26

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,709 4.82

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,597 4.51

SMB 建 材 株 式 会 社 1,292 3.65

GOVERNMENT OF NORWAY 1,103 3.11

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 1,054 2.97

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 957 2.70

伊 藤 忠 建 材 株 式 会 社 830 2.34
（注）1．株式数は、千株未満の端数を切り捨てて表示しております。

2． 当社は、自己株式を1,885,331株保有しておりますが、上記大株主から
は除外しております。

3． 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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〒460−8610　名古屋市中区錦二丁目18番19号 三井住友銀行名古屋ビル
TEL 052−220−5111（代表）
https://www.nichiha.co.jp

IRホームページのご紹介

財務関連情報 CSR関連情報

IRトップページ

https://www.nichiha.co.jp/ir/

最新のIR情報をはじめ、業績・財務ハイライトのほか、当社の
CSR情報もご覧いただけます。ぜひアクセスしてください。

ニチハ　IR 検索

　当社の株式は１単元（最低売買単位）が100株となっておりますので、単元未満 
株式については市場で売買することができません。このような単元未満株式は、 
当社に対して買取るよう請求することができます。また、100株に不足する分を 
満たす株式を当社から購入（買増し）し、100株にまとめるよう請求することが 
できます。なお、これらにかかる手数料については、無料化しております。

◎買取り・買増し請求のイメージ

◎買取り・買増し請求をご希望の場合は、下記までお問い合わせください。

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話：0120−782−031（通話料無料）

特別口座に記録された株式

口座を開設されている証券会社等

証券会社等の口座に記録された株式

住所変更・配当金受取り方法のご指定・相続に伴う手続き等も上記宛にお問い合わせください。

単元未満株式（100株に満たない株式）をご所有の株主様へ

当社（株主名簿管理人）

ご所有の55株を当社に時価で
売却いただくことができます。

買取り請求
45株を買増しし、100株と
していただくことができます。

買増し請求

株主様ご所有の単元未満株式※
（例：55株をご所有）

※  同封の配当金計算書「株式数」
欄に記載された株式数のう
ち、100株に満たない株式が、
ご所有の単元未満株式数です。

株 主 メ モ

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月開催
基準日 定時株主総会　 毎年3月31日

期末配当金　　 毎年3月31日
中間配当金　　 毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

公告方法 当社のホームページに掲載する。
https://www.nichiha.co.jp/ir/
▲  決算説明会の内容を上記のホームページにて動画配信

によりご覧になれます。
上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場

名古屋証券取引所プレミア市場
株主名簿管理人および 三井住友信託銀行株式会社特別口座の口座管理機関
株主名簿管理人 名古屋市中区栄三丁目15番33号
事務取扱場所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
（郵便物送付先） 〒168−0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
（電話照会先） 0120−782−031

受付時間 9:00～17:00（土・日・休日を除く）
（インターネット） https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/


